様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 2022　年　　1月　　31日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）ふたばでんたるくりにっく
[bookmark: OLE_LINK1][bookmark: OLE_LINK2]                              　一般事業主の氏名又は名称 雙葉デンタルクリニック
（ふりがな）
[bookmark: OLE_LINK3][bookmark: OLE_LINK4]                              （法人の場合）代表者の氏名  　         印
住所　〒331-0823 埼玉県さいたま市北区日進町3-431-7

法人番号　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	[bookmark: OLE_LINK55][bookmark: OLE_LINK56]・DX推進への取り組み


	公表日
	　　　　2022年　　1月　　20日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	[bookmark: OLE_LINK12][bookmark: OLE_LINK13][bookmark: OLE_LINK14]Web開示 ・https://www.futabadc.jp/dx推進への取り組み-2
・DX推進に関する経営ビジョン

	記載内容抜粋
	・当院では、診療におけるカルテ、レントゲンシステム、技工における技工所との連携、患者様の継時的データのセキュリティに関するノウハウを活かし、患者様の状況を総合的に検討し、将来を見据えたうえで、患者様にとって最適と思えるサービスを提供する。
・情報技術(IT)の利用により、当院、患者様にとって、より効果的かつ効率的な活動を実現する。
・当院及び患者様の診療の効率化、最適化により、社会の健全な発展に寄与する。
・患者様のCX（顧客体験）の向上

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	・院長の承認のもと、上記記載を開示している。
・意思決定機関を設けていない為、院長が意思決定の権利を有しています。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DX推進への取り組み

	公表日
	　　　　2022年　　1月　　20日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	Web開示,DX推進への取り組み, https://www.futabadc.jp/dx推進への取り組み-2
・DX推進戦略・2025年の崖・SDGsとは？・DX(デジタルトランスフォーメーション)とは

	記載内容抜粋
	・院内外からの情報収集に努め、経済合理性性等を勘案し、DXを推進する。
・ITに関する支出に関し、毎期一定額以上の予算を確保する。
・DXを推進するにあたり、情報セキュリティについて留意する。
・患者様との関わりにおいて、患者様との積極的なコミュニケーションに努め、患者様の健康維持に貢献する。
・カルテ、レントゲン等のデジタル化により、データー分析を常に行い、データトリブン医院を目指す。
・患者様に、デジタル技術を利用し、ビジュアル的セルフケアの知識を提供により、患者様のCX向上
・ペーパーレス化（①電子カルテ、②石像、石膏の削減）

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	[bookmark: OLE_LINK47][bookmark: OLE_LINK48]・院長の承認のもと、上記記載を開示している。
・意思決定機関を設けていない為、院長が意思決定の権利を有しています。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	[bookmark: OLE_LINK39][bookmark: OLE_LINK40]Web開示,DX推進への取り組み, https://www.futabadc.jp/dx推進への取り組み-2
・DX推進管理体制　・DX推進戦略

	記載内容抜粋
	・DXへの取り組みを加速させるため、挑戦すること対するインセンティブを付与する。
・DXへの取り組みを実施するための体制を整備し、担当者に権限を付与する。
・ITに関するメンバーの知識及びスキル向上のため、教育・研修に関し、毎期一定額以上の予算を確保する。
・DXを推進する上で、関連するマニュアル、規定等を整備、運用する。
・情報システム責任者、情報セキュリティ責任者の他、DX推進責任者を設置し、院長である DX推進責任者を中心に医院全体でDX推進に取り組む。
・DX人材が、今後とても重要な役割を担う事を、医院全体で認識し、医院全体として、DXを学び、常に取り入れていく体制を構築する。
・提携技工所等と、DXを利用しデータ分析、新しい技術を即座に、取り組むべき体制作りを構築する。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	Web開示,DX推進への取り組み, https://www.futabadc.jp/dx推進への取り組み-2　　・DX推進戦略

	記載内容抜粋
	・システムに対し、経済的耐用年数を設定し、最適な情報処理技術を活用するための予算を確保する。
メール、オンライン・ミーティングシステム、共有ストレージ等を活用することにより、効果的かつ効率的な情報共有を実施する。




(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DX推進への取り組み



	公表日
	　　　　2022年　　1月　　20日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	Web開示,DX推進への取り組み, https://www.futabadc.jp/dx推進への取り組み-2　・DX戦略の達成状況

	記載内容抜粋
	・労働生産性または営業利益率の向上をDX推進に関する成果指標とする。
・システム(ハードウェア、ソフトウェア、サービス等)の硬直化を避け、継続的な改善を引き出すため、新たなシステム導入に関する検討数(DXのためのトライアルの数)をDX推進に関する成果指標に加える。




(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	① 2022年　　1月　　20日
② 随時発信

	発信方法
	①　https://www.futabadc.jp/dx推進への取り組み-2
②　https://www.futabadc.jp/　
　　　　・当院からのお知らせ　

	発信内容
	①院長自らDX推進に関する課題、進捗状況等の発信を行った。

DX推進に関する課題、進捗状況、今後の方向性、また皆様にお知らせすべき事項につきましては、随時ホームページにて院長よりご報告致します。CX(Customer Experience)とは医院の治療やサービスの際に、患者が感じる心理的価値であり、治療、サービスの物質的、金銭的な価値とともに、患者満足度につながるものである。
雙葉デンタルクリニックでは、歯科医院経営及び患者のCX(CustomerExperience)向上に向け、デジタル技術、データ活用により、DX戦略とその課題を設定し、積極的、継続的にデジタル技術、データの活用を進めてまいります。
当院の課題は、DX人材不足であり、院長自ら、スタッフへの継続的なDX教育行なってまいります。
【補足】
②DX推進における課題、進捗状況、今後の方向性、当院の課題等について、院長自ら情報発信を逐次行っていく。

　　　（発信予定内容）
　　　　・生産性、診療効率の向上
　　　　・データ配置の最適化
　　　　・人材育成
　　　　・システムの導入・入替
　　　　・情報セキュリティ対策
　　　　　等



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　2022年　1月頃　


	実施内容
	[bookmark: OLE_LINK5][bookmark: OLE_LINK6][bookmark: OLE_LINK7][bookmark: OLE_LINK8][bookmark: OLE_LINK9][bookmark: OLE_LINK10][bookmark: OLE_LINK11]「DX推進指標自己診断フォーマット」に自己診断結果記入し、課題把握を実施した。自己診断の入力サイトからの提出済



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　　2020年　　10月頃　～　　継続実施中


	実施内容
	SECURITY ACTION制度に基づき、二つ星の宣言
サイバーセキュリティ対策として、中小企業の情報セキュリティ対策ガイドライン付録の「5分でできる！情報セキュリティ自社診断」で当院の状況を把握したうえで、情報セキュリティ基本方針を定め、外部に公開



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

